市街化調整区域内における開発許可に関する事前相談票

（法第34条第12号　条例第７条第１号（分家））
	相談者住所氏名
	
	電話番号

FAX番号
	

	建築主住所氏名
	
	電話番号
	

	建築場所
	
	敷地面積
	㎡

	地目別敷地面積
	宅地：㎡
	農地：　　㎡
	その他：　　㎡

	農地転用
	許可済（　　年　　月　　日　第　　　号）、　　
	申請中、　　申請予定

	建物用途
	既存集落内の自己用住宅
	構造・階数
	

	建物規模
	建築面積：㎡
	該当条号
	法第34条12号

	延べ面積
	延べ面積：㎡
	運用基準
	条例7条1号（分家）

	申請理由・概要
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	既存建物の処理
	現存・除却（　　年　　月）

	該当号等への適合性確認
	基準
	申請内容
	適否

	
	既存集落において行うものであること。
	
	

	
	市街化調整区域内の土地の所有者が

区域区分決定日以前から所有していた当該土地の区域内であること。
	
	

	
	市街化調整区域内の土地の所有者が

区域区分決定日以前から当該土地の区域に係る都市計画区域内に生活の本拠を有していた場合におけるものであること。
	
	

	
	市街化調整区域内の土地の所有者が居住している住宅にその者の親族で当該開発行為を行う者以外のものが定住の意志を有して居住している場合又は居住することが確実である場合におけるものであること。
	
	

	
	予定建築物は、地盤面からの高さが10メートルを超えないものであること及び各部分の高さが、当該部分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離に1.25を乗じて得たものに５メートルを加えたもの以下であること。
	
	

	
	予定建築物の形態、意匠が当該地域の景観に調和すると認められるものであること。
	
	


添付資料　　□土地登記簿謄本　□公図　□家屋登記簿謄本　□住民票　□耕作証明　□相談理由書

□位置図（1/2500、1/10000都市計画図）　□配置図　□平面図　□収用証明書　□その他

· 事前相談の段階での添付書類は判断するに足りる必要最小限とする。原則正本写しで可

